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第２節　精神的・身体的被害の回復・防止への取組

援における着眼点や事例等を盛り込み，虐
待対応の参考となる「子ども虐待対応の手
引き」（通知）や，「児童相談所運営指針」
（通知）を改正した。
さらに，平成26年には，児童虐待問題に
おける深刻な状況を踏まえ，8月に関係府
省庁による児童虐待防止対策に関する副大
臣等会議が開催され，同年12月の同会議に
おいては，居住実態が把握できない児童へ
の関係省庁で連携して行う新たな取組と併
せて，児童虐待を未然に防ぐとともに，虐
待を受けたとしても重篤化する前に迅速に
発見し，的確に対応するための対応策につ
いて，以下の5項目を柱として取りまとめ
られた。
Ⅰ.妊娠期からの切れ目ない支援のあり方
Ⅱ.初期対応の迅速化や的確な対応のため
の関係機関の連携強化

Ⅲ.要保護児童対策地域協議会の機能強化
Ⅳ.児童相談所が，虐待通告や子育ての悩
み相談に対して確実に対応できる体制
整備

Ⅴ.緊急時における安全確認，安全確保の
迅速な実施

⑾　児童虐待防止のために行う児童の死
亡事例等の検証の実施

【施策番号86】
児童虐待による死亡事例等について，平成
16年より，社会保障審議会児童部会の下に設
置されている「児童虐待等要保護事例の検証
に関する専門委員会」において，分析，検証
し，事例から明らかになった問題点・課題か
ら具体的な対応策を提言として，毎年取りま
とめている。

⑿　再被害の防止に資する教育の実施等
【施策番号87】

ア　法務省においては，矯正施設に収容され
ている加害者に対し，被害者感情を理解さ
せるためのオリジナルビデオ教材等を活用
した「被害者の視点を取り入れた教育」を

実施している（刑事施設においては，「刑
事施設及び受刑者の処遇等に関する法律」
（平成19年6月からは「刑事収容施設及び
被収容者等の処遇に関する法律」に名称変
更）の施行に伴い，18年5月から，必要な
者に対し同教育を義務付けて実施してい
る。）。また，同教育の充実を図るため，18
年度以降は，犯罪被害者等や支援団体から
被収容者に対し直接講話するゲストスピー
カー制度を拡大するとともに，23年度は，
犯罪被害者等や犯罪被害者支援に係る関係
者等を構成員として「被害者の視点を取り
入れた教育」検討会を開催した。検討会の
結果を受けて，ゲストスピーカーの協力を
得つつ，同教育の充実を図ることとしてい
る。
「被害者の視点を取り入れた教育」は，
被収容者に対し，自らの犯罪と向き合い，
犯した罪の大きさや犯罪被害者等の心情等
を認識させ，犯罪被害者等に誠意を持って
対応するとともに，再び罪を犯さない決意
を固めさせることを目標としており，社会
復帰後の犯罪被害者等への対応，再犯の防
止等にいかされることが期待できる。

【施策番号88】
イ　法務省においては，性犯罪事犯者，ス
トーカー事犯者等の保護観察対象者に対し
ては，事案に応じて，違反した場合に仮釈
放の取消し等の不良措置が執られることを
前提とし，個々の保護観察対象者ごとに定
められる特別遵守事項として，当該被害者
への接触を禁止するなどの事項を設定して
いることに加えて，性犯罪者など，特定の
犯罪的傾向を有する保護観察対象者に対
し，専門的処遇プログラムを受講すること
についての特別遵守事項を設定し，これを
守るよう指導監督している。また，事案に
応じて，慰謝の措置や被害弁償に努めるこ
となどの生活行動指針を設定し，これを守
る努力をするよう指導監督している。
仮釈放等審理における意見等聴取制度の
施行（平成19年12月）後は，仮釈放者及び
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少年院仮退院者については，犯罪被害者等
から聴取した意見等を踏まえ，より一層適
切に特別遵守事項を設定している。

【施策番号89】
ウ　法務省においては，保護観察対象者に対
して，再び罪を犯さない決意を固めさせる
とともに，犯罪被害者等の意向に配慮しな
がら誠実に対応することを促すため，しょ
く罪指導のためのプログラムを策定し，全
国の保護観察所において，一定の重大な犯
罪をした保護観察対象者に対し，以下のと
おり個別指導を実施している。
〈1〉�　自己の犯罪行為を振り返らせ，犯

した罪の重さを認識させる。
〈2〉�　犯罪被害者等の実情（気持ちや置

かれた立場，被害の状況等）を理解
させる。

〈3〉�　犯罪被害者等の立場で物事を考え
させ，また，犯罪被害者等に対し

て，謝罪，被害弁償等の責任がある
ことを自覚させる。

〈4〉�　具体的なしょく罪計画を策定させ
る。

【施策番号90】
エ　P23「4　家庭教育支援チーム」参照

家庭教育支援チームによる親子参加行事

提供：文部科学省

	3	 保護，捜査，公判等の過程における配慮等（基本法第19条関係）

⑴　職員等に対する研修の充実等
【施策番号91】

ア　警察においては，警察官の採用時や昇任
時に，各階級の役割又は職に応じた犯罪被
害者支援に関する必要な知識について教育
しているほか，専門的知識を必要とする職
務に従事する実務担当者に対して，犯罪被
害者支援や被害者カウンセリング技術な
ど，個別の犯罪被害者支援に関する教育，
研修の機会を設けている。
特に，犯罪被害者等の心情を理解するた
めの教育として，犯罪被害者・遺族等によ
る講演会，支援の現場で被害者に向き合い
被害者の心情に関する共感と造詣が深い警
察官や部外有識者による講演会，犯罪被害
者支援担当者による体験記の配布等を実施
している。また，警察本部犯罪被害者支援
担当課による各警察署に対する巡回教育，
民間被害者支援団体との連携要領について
の教育，性犯罪被害者への支援要領につい

ての教育など，犯罪被害者等への適切な対
応を確実にするための教育の充実を図って
いる。

【施策番号92】
イ　法務省においては，矯正施設・更生保護
官署における研修の充実を図っている
（P76【施策番号140】参照）。
法務省においては，検察官，検察事務
官，被害者支援員に対する研修の中で，犯
罪被害者支援等をテーマにした講義を実施
しているほか，検察官に市民感覚を学ばせ
るために実施している公益的活動を行う民
間団体及び民間企業に検察官を派遣する制
度を活用し，検察官を被害者支援団体等に
派遣したり，検察幹部が参加する各種会議
等において犯罪被害者等の心情を理解し，
適切な対応に努めるよう指示するなどし，
職員の対応の向上に努めている。

【施策番号93】
ウ　上記【施策番号92】参照


